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（１）指摘事項　
該当なし

（２）監査意見　

該当なし

（３）決算審査意見

該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　

該当なし

３　組織及び業務調べ

課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

技術調査担当 ・土木関係の資材及び物資の需給調整に関すること。
・県土整備部が所掌する土木工事施工基準（設計単価及び歩掛を含む。）
の作成に関すること。

・土木に関する施策の企画及び県土強靭化に関すること。

土木防災担当

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課　　　　名 係（担当）名

・建設災害事務の取りまとめに関すること。
・土木防災・砂防ボランティアの育成に関すること。

都市計画室 ・都市計画に関すること(水・大気環境課、循環型社会推進課、緑豊かな自
然課、住まいまちづくり課及び道路建設課の所掌に属するものを除く。)。
 ・土地区画整理に関すること。
 ・総合的な土地利用計画の策定及び土地利用規制対策に関すること。
 ・地価公示及び地価調査に関すること。
 ・不動産鑑定業に関すること。
 ・宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)の施行に関すること。
 ・被災宅地危険度判定士の育成に関すること。

企画・県土強靭化担
当

技術企画課
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４　職員の定員、現員調べ

30.4.1
現在

29.4.1
現在

30.4.1
現在

29.4.1
現在

30.4.1
現在

29.4.1
現在

30.4.1
現在

29.4.1
現在

2 1 13 14 - - 15 15

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

2 1 13 14 - - 15 15

0 0 0 0 - - 0 0

- - - - - - 0 0

0 1 - - - - 0 1
Ｈ30年度から県土総務課非常勤（事務補
助）と兼務

５ 役付職員の調べ

（平成３０年７月１日現在）

年 月

前田　達美

3

氏　　　　　　名

 計

2

現業職員

0 3

過不足(△)

臨 時 職 員

藤井　優

課長

定　　　　員

備　　　　　考

在職期間
備　　　　考

非常勤職員

職　　　　　名

都市計画室長

課長補佐（技） 中口　寛

井上　嘉之

課長補佐（技） 3

2 3

課長補佐(技)
(企画・県土強靭化担当)

倉本　政寬 31

3

現　　　　員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                               （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

ICT・産官学民連携建設生産性向上事業 11,533 0 0 11,533 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  ・建設産業は人口減少社会の中でもインフラ整備と機能確保により、他産業を含む地域経済活動を支えるとともに、

県内ＧＤＰ7.3％、県内就労者数7.7％を占める不可欠な産業である。 

  ・全国や県内の産業平均と比較して労働者の高齢化と減少が進んでいる中、建設現場におけるＩＣＴ等先端技術の活

用や住民参画とＩＣＴ等先端技術の活用による効率的な維持管理等による受発注者双方の働き方改革を実現すると

ともに、産官学連携により担い手の確保・育成を図り、持続的に地域の発展を支える「鳥取型建設生産体制」を構

築する。 

（イ）事業の実施状況 

 ○ ＩＣＴ活用による建設生産性の向上 

  ・ＩＣＴ活用試行工事４件を実施し受発注者双方の効果、課題の分析を行った。 

   （試行工事が繰越となったため、効果検証業務も繰越により継続中） 

 ○ 維持管理の効率化 

  ・住民協働と先端技術によるインフラ点検の効率化に向けた、インフラ点検診断を担う地域セ

ミエキスパートの養成講座を試行的に開催し、セミエキスパートの養成に係る課題の把握と

効果検証を行った。 

・コンクリート構造物の長寿命化に向けた、試験施工箇所におけるひび割れ等の追跡調査と、調

査結果によるコンクリート構造物ひび割れ抑制対策アニュアル(案)の検証及び修正を行った。 

 ○ 担い手育成の確保・育成 

・産官学が連携した鳥取県建設分野担い手・確保育成連携協議会を設立し、高校生、大学生、既

就労者等を対象に、技術力向上研修、資格取得支援、魅力発信等の就職支援、離職防止、イメ

ージ改善等に資する取組を実施した。 

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  ・平成２９年度新規事業。 

ウ 成果及び効果 

・ＩＣＴ活用工事実施要領を策定し、県土整備部では初めてＩＣＴ活用工事４件を実施することが出来た。 

 鳥取県県土整備部ＩＣＴ活用工事実施要領の策定 H29.8.21通知 

 ＩＣＴ活用工事の試行：国道181号岸本バイパス道路改良工事、塩見川河川改修工事、 

国道313号倉吉関金道路改良工事、杣小屋曳田線道路改良工事 

・地域セミエキスパート養成講座の試行により、システムの改善点、住民からの情報格差の是正に向けた防災士との連携な

ど、今後の取組に向けた具体的な課題を把握することが出来た。 

・コンクリート構造物の長寿命化に向けた効果検証では、マニュアルの試行実施によりひび割れ抑制などの一定の効果を確

認することが出来た。 

・鳥取県建設分野担い手・確保育成連携協議会の取組により、高校生等の建設産業に対する興味・関心が

高まるとともに、資格取得率が向上する等の成果が出始めている。 

エ 課 題 

・ＩＣＴ活用試行工事の効果検証について、平成２９年度工事では４件の限られた工事のため十分に効果検証を行うことが

出来ない。このため、様々 な工種、工事規模等における試行工事ケースに拡大し、県内中小企業が実施するうえでの問題

点と効果の検証が必要。また、さらなる建設生産性の向上を図るため、工事だけでなく測量設計段階におけるＩＣＴ活用

の試行と効果検証が必要。 

・土木インフラの効率的な維持管理を更に推進していくために、道路インフラを対象に鳥取大学との共同研究により開発し

ている維持管理システムについて、堤防等の河川インフラへも適用を拡大する必要がある。 

・コンクリート構造物の長寿命化対策について、有識者からの意見を聞きながら、効果検証結果を踏まえたひび割れ抑制対

策マニュアルの改定と運用を図る必要がある。 

・建設分野におけるＩＣＴの普及や拡大等を踏まえ、機械、電気電子、情報科高校等への研修支援の拡大と、ものづ

くりの魅力等をより早い時期から意識醸成するための小中学生を対象とした魅力発信が必要である。 
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                                                                       （単位：千円） 

事業名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他  一般財源 

鳥取版河川・道路ボランティア促進事業 71,432   71,432 

将来ビジョン 

 

Ⅱ つなげる (2)県民、企業、ＮＰＯ、住民団体などが、自由にかつ連携して自らの地域つく

りに取り組む「真の協働連携社会」の実現 

政 策 項 目  

ア 目的及び事業の実施状況 
（ア）目的 
  県管理河川・道路等の維持管理ボランティア活動の推進を図るとともに、ボランティア活動による地域活
性化、地域づくり活動の促進のための支援を行う。 

（イ）事業の実施状況 
  ○支援制度の内容 
  ＜参画型ボランティア促進事業＞ 
   ・自主的な環境美化活動（清掃、除草）を行う団体を支援 
   ・奨励金100円／人・時間、草刈機経費100円／台・時間、上限10万円／年 
  ＜協働型ボランティア促進事業＞ 
   ・県との協定に基づく維持管理活動（伐開、植栽管理等）を行う団体を支援 
   ・交付金40円／m2、上限40万円／年 
  ＜スーパーボランティア支援事業＞ 
   ・県、市町村との３者協定に基づく維持管理活動及び地域活性化につながる活動を行う団体を支援 
   ・交付金40円／m2、上限60万円／年 
   ・住民主体の簡易な施設設置に必要な原材料費等の支援（階段、堤防舗装等）、上限50万円／団体 
  ○活動実績等 
   ・登録団体数 ７２９団体 
   ・活動団体数 参 画 型 ： １８９団体（奨励金  ５，０１７千円） 
           協 働 型 ： ２２９団体（交付金 ４９，４３９千円） 
           スーパー ：  ２４団体（交付金   ９，８１３千円） 
              計      ４４２団体 
  ○制度の広報等 
   ・各総合事務所等でボランティア団体代表者会議の開催 
   ・当課ホームページにて制度の広報及び参画団体の募集 
   ・防災フェスタ等のイベントで制度の広報及び参画団体の募集 
 
イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 
  ・意見交換会での団体からの要望を踏まえ、これまで参画型及び協働型のみを対象としていた保険加入を

スーパーボランティアにも拡大した（平成２９年度以降適用）。 
 
ウ 成 果 
  ・団体の意見等を踏まえながら制度の見直しや制度の広報活動を行っていること等により、協働型及びス

ーパーボランティアの活動団体が増加している。 
  ・元気づくり総合戦略に掲げられているＫＰＩ(スーパーボランティア登録団体２５団体(H31年度))の達

成に向け着実に進展している。 
 
   ＜活動団体数の推移＞ 

 ２９年度 ２８年度 ２７年度 

参 画 型 １８９団体 ２０１団体 １９５団体 

協 働 型 ２２９団体 ２２３団体 ２１３団体 

スーパー ２４団体 ２２団体 ２０団体 

計 ４４２団体 ４４６団体 ４２８団体 

 
エ 課題等 
 ・ボランティア団体代表者会議等での制度拡充に関する意見等を踏まえ、河川・道路ボランティア促進事業

が将来にわたって持続的でより活動しやすい制度となるよう、制度拡充等にきめ細やかに対応していく必
要がある。 
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（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 決算額

国庫支出金 そ の 他 一般財源

建設災害復旧費 1,640,660 781,191 422,000 437,469

将来ビジョン Ⅲ 守る 鳥取県の豊かな恵み・生活を守り次代につなぐ

政 策 項 目

（概 要）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

洪水、地震などの異常な天然現象により被災した河川、道路、海岸等の公共土木施設を復旧

し、機能回復を図ることにより県民の安全安心につなげる事業である。平成２９年度は、９月

に発生した台風１８号及び１０月に発生した台風２１号等に伴う災害により被災した公共土木

施設の復旧を実施した。

＜平成２９年発生災害（国庫負担法に基づく公共土木施設災害）＞

※カッコ内は、台風１８・２１号に係る箇所数及び金額で内数

被 災 箇 所：県 １３４（１２９）箇所、市町村 ６４（５８）箇所

復旧事業費：県 ２，１０７(１，９９０)百万円、市町村 ５９９(４８６)百万円

※県内被害額は、中部地震により、前年度に比べ大幅に増加。

（イ）事業の実施状況（国庫負担法に基づく公共土木施設災害）

平成２９年発生災害の内、平成２９年度中の着手率（初年度契約率）は90.3％（県分 、）

復旧工事費1,933百万円（県分）の内、現年執行429百万円、繰越1,504百万円である。

＜単独災害（事業費 120万円未満／箇所）＞

着手率（初年度契約率）は95.5％（県分）

＜公共土木施設災害の推移＞ （県・市町村工事）

H25年災 H26年災 H27年災 H28年災 H29年災

箇所数 154 29 2 134 198

査定額 1,811 300 626 1,965 2,706(百万円)

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

災害復旧工事は、平成２８年は中部地震、平成２９年は台風１８・２１号により増えたもの

の、近年災害が少なかったことなどから、現地調査や設計等に関し、職員の経験が薄れてきてい

たため、庁内LANデータベースを活用した職員への災害復旧事業の情報提供や研修の充実など、

様々な方法で職員のスキルアップと組織的な事業の実施の強化を図った。

また、県内コンサルタントの知識・技術向上を図るため （一社）県測量設計業協会主催の災、

害復旧研修に県の担当職員が講師となり、技術向上研修にも取り組んでいるところである。

ウ 成 果

平成２９年度は、台風１８・２１号により甚大な被害が発生したものの、その対処方法や応急

工事について、国土交通省防災課に事前相談するなどし、手戻りが生じないよう適切かつ迅速な

対応を行い、災害査定を実施することができた。また、これまでに実施した研修等により、災害

査定や工事等のすみやかな実施につなげ、早期復旧を進めることができた。

エ 課 題

平成２９年災の大多数を占める台風１８・２１号に伴う災害復旧工事を早期に完成させること

が重要である。

また、公共土木施設災害への対応については、過去の経験を活かしながら対応策を検討する必

要があるため、過去の経験や記録を蓄積していくことが重要であるが、災害は年度により発生規

模や発生時期に凹凸が生じるため、迅速かつ適正に対処するための能力の研鑽とノウハウの継承

も重要である。

平成３０年度は、復旧工事の早期完成のため、工程管理を徹底するとともに、引き続き臨場研

修や模擬査定研修などを通じて研修を充実していき、災害復旧実務の継承に努めていく。
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直
し

の
基

礎
資

料
を

作
成

す
る

と
と

も
に

、
説

明
会

を
開

催
し

市
町

村
計

画
策

定
支

援
を

行
っ

た
。

※
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
調

整
に

よ
り

説
明

会
開

催
を

２
回

→
１

回
と

し
た

。

災
害

復
旧

技
術

向
上

事
業

　
（
△

1
,0

4
2
,0

0
0
）
は

企
画

・
調

整
費

へ
流

用
　

災
害

復
旧

事
業

の
技

術
力

向
上

を
図

る
た

め
、

災
害

復
旧

の
一

元
管

理
シ

ス
テ

ム
を

構
築

し
、

既
住

の
災

害
デ

ー
タ

を
登

録
し

た
。
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事
　

業
　

名
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
支

 出
 済

 額
翌

年
度

繰
越

額
差

 引
 残

 額
事

業
の

計
画

と
実

績
・
成

果
・
不

用
額

(△
 6

6
,9

2
0
)

1
,0

6
9
,0

0
0

0
5
3
7
,7

4
4

0
4
6
4
,3

3
6

(△
 1

5
3
,2

0
5
)

5
1
7
,0

0
0

0
2
3
6
,7

3
4

0
1
2
7
,0

6
1

地
域

共
同

施
設

災
害

復
旧

補
助

事
業

2
,7

0
0
,0

0
0

0
2
,6

9
0
,0

0
0

0
1
0
,0

0
0

(△
 8

9
2
,9

2
0
)

1
,8

3
9
,0

0
0

△
 1

8
,0

0
0

7
3
3
,5

0
7

0
1
9
4
,5

7
3

(△
 6

,4
6
6
,5

0
0
)

1
2
,0

0
0
,0

0
0

△
 2

,5
0
0
,0

0
0

0
0

3
,0

3
3
,5

0
0

(△
 1

,0
0
6
,1

3
5
)

2
9
,1

0
3
,0

0
0

△
 1

,9
7
2
,0

0
0

2
4
,6

0
1
,1

2
0

0
1
,5

2
3
,7

4
5

［
単

県
公

共
］

現
場

技
術

支
援

業
務

費
1
7
1
,2

0
8
,0

0
0

0
1
6
3
,0

2
2
,3

0
9

0
8
,1

8
5
,6

9
1

［
単

県
公

共
］

技
術

調
査

費
2
0
,8

2
5
,0

0
0

△
 3

,5
6
1
,0

0
0

1
5
,5

0
6
,6

4
0

0
1
,7

5
7
,3

6
0

(3
,9

3
5
)

2
,2

4
7
,0

0
0

0
2
,2

5
0
,9

3
5

0
0

(2
,3

3
4
,0

0
0
)

(△
 6

,4
6
6
,5

0
0
)

(2
,3

3
3
,8

8
0
)

(1
2
0
)

3
7
2
,7

0
9
,0

0
0

△
 1

2
,3

6
2
,0

0
0

3
1
6
,5

2
0
,2

2
0

1
3
,8

0
9
,0

0
0

2
3
,5

5
1
,2

8
0

鳥
取

県
版

！
土

木
防

災
・
砂

防
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業

　
（
△

6
6
,9

2
0
）
の

う
ち

、
（
△

2
0
0
,0

0
0
）
は

企
画

・
調

整
費

へ
流

用
、

（
1
3
3
,0

8
0
）
は

企
画

・
調

整
費

か
ら

流
用

　
災

害
時

の
迅

速
か

つ
適

切
な

対
応

が
で

き
る

応
援

体
制

を
整

え
た

。
土

木
防

災
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

登
録

、
公

共
土

木
施

設
の

点
検

等
を

行
っ

た
。

　
※

不
用

額
は

標
準

事
務

費
の

執
行

残
で

あ
る

。

気
象

情
報

・
公

共
土

木
施

設
災

害
情

報
管

理
事

業

　
（
△

1
5
3
,2

0
5
）
は

企
画

・
調

整
費

へ
流

用
　

気
象

情
報

・
公

共
土

木
施

設
災

害
情

報
等

の
収

集
に

努
め

た
。

　
※

不
用

額
は

標
準

事
務

費
の

執
行

残
で

あ
る

。

　
災

害
復

旧
事

業
等

の
補

助
制

度
の

対
象

と
な

ら
な

い
災

害
に

つ
い

て
、

自
治

会
等

が
復

旧
の

た
め

に
負

担
す

る
経

費
を

補
助

（
間

接
補

助
）
す

る
も

の
で

あ
る

。

被
災

宅
地

危
険

度
判

定
士

養
成

事
業

　
（
△

8
9
2
,9

2
0
）
は

企
画

・
調

整
費

へ
流

用
　

被
災

宅
地

危
険

度
判

定
士

の
登

録
・
養

成
・
訓

練
、

他
都

道
府

県
や

市
町

村
等

と
の

連
携

や
体

制
の

整
備

、
判

定
事

例
の

収
集

等
を

行
う

。

［
単

県
公

共
］

電
算

化
運

営
費

　
（
△

1
,0

0
6
,1

3
5
）
の

う
ち

、
（
△

3
,9

3
5
）
は

建
設

工
事

品
質

向
上

事
業

へ
流

用
、

（
△

1
,0

0
2
,2

0
0
）
は

ＩＣ
Ｔ

・
産

官
学

民
連

携
建

設
生

産
性

向
上

事
業

へ
流

用
。

　
公

共
事

業
予

定
価

格
の

積
算

根
拠

作
成

を
目

的
と

す
る

「
新

土
木

積
算

シ
ス

テ
ム

」
及

び
事

務
の

効
率

化
・

迅
速

化
を

目
的

と
す

る
「
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
」
の

運
営

を
行

っ
た

。

［
単

県
公

共
］

事
業

化
検

討
基

礎
調

査
費

（
△

6
,4

6
6
,5

0
0
）
は

県
土

総
務

課
へ

の
所

管
替

配
当

突
発

的
な

事
業

に
つ

い
て

、
対

策
事

業
が

必
要

か
ど

う
か

を
緊

急
に

判
断

す
る

た
め

の
調

査
等

を
実

施
す

る
こ

と
と

し
て

い
た

が
、

事
案

が
生

じ
ず

調
査

等
は

実
施

し
て

い
な

い
。

　
積

算
業

務
等

の
一

部
を

外
部

委
託

す
る

と
と

も
に

、
監

督
業

務
及

び
積

算
業

務
の

補
助

を
行

う
非

常
勤

職
員

を
雇

用
す

る
こ

と
で

現
場

業
務

の
効

率
化

・
円

滑
化

及
び

若
手

技
術

者
の

育
成

環
境

の
確

保
等

を
図

っ
た

。

　
県

土
整

備
部

発
注

の
公

共
工

事
予

定
価

格
の

基
礎

と
な

る
労

務
・
資

材
等

の
市

況
価

格
調

査
を

行
っ

た
。

［
単

県
公

共
］

建
設

工
事

品
質

向
上

事
業

目
　

　
　

　
計

　
（
3
,9

3
5
）
は

電
算

化
運

営
費

か
ら

流
用

。
　

建
設

資
材

の
品

質
確

保
と

今
後

の
維

持
管

理
の

適
正

化
を

図
る

た
め

、
再

生
砕

石
及

び
再

生
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
合

材
の

実
態

調
査

を
実

施
し

た
。
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事
　

業
　

名
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
支

 出
 済

 額
翌

年
度

繰
越

額
差

 引
 残

 額
事

業
の

計
画

と
実

績
・
成

果
・
不

用
額

（
目

）
（
都

市
計

画
総

務
費

）

(9
,4

9
0
,0

0
0
)

(6
,1

5
8
,1

6
0
)

(3
,3

3
1
,8

4
0
)

2
4
,4

6
6
,0

0
0

△
 4

,0
3
8
,0

0
0

1
9
,6

7
4
,5

7
8

0
7
5
3
,4

2
2

(9
,4

9
0
,0

0
0
)

(6
,1

5
8
,1

6
0
)

(3
,3

3
1
,8

4
0
)

2
5
,9

6
4
,0

0
0

△
 4

,0
3
8
,0

0
0

2
0
,8

7
1
,2

1
8

0
1
,0

5
4
,7

8
2

（
目

）
(建

設
災

害
復

旧
費

）

(7
9
9
,9

6
7
,0

0
0
)

(△
 5

4
1
,0

0
0
,0

0
0
)

(7
1
3
,3

5
1
,8

4
0
)

(8
6
,6

1
5
,1

6
0
)

2
,8

3
3
,1

1
1
,0

0
0

6
7
1
,4

0
4
,0

0
0

5
2
1
,1

9
4
,0

5
6

1
,4

4
6
,0

4
5
,0

0
0

9
9
6
,2

7
5
,9

4
4

(1
3
,4

6
0
,0

0
0
)

5
4
1
,0

0
0
,0

0
0

(5
,3

3
1
,9

2
0
)

(8
,1

2
8
,0

8
0
)

4
0
4
,6

8
2
,0

0
0

0
4
0
0
,7

8
1
,8

8
0

9
4
,0

0
0
,0

0
0

4
5
0
,9

0
0
,1

2
0

(8
1
3
,4

2
7
,0

0
0
)

(7
1
8
,6

8
3
,7

6
0
)

(9
4
,7

4
3
,2

4
0
)

3
,2

3
7
,7

9
3
,0

0
0

6
7
1
,4

0
4
,0

0
0

9
2
1
,9

7
5
,9

3
6

1
,5

4
0
,0

4
5
,0

0
0

1
,4

4
7
,1

7
6
,0

6
4

（
目

）
（
災

害
復

旧
事

業
連

絡
調

整
費

）

災
害

復
旧

事
業

連
絡

調
整

費
9
,3

0
7
,0

0
0

0
7
,9

4
6
,0

4
7

0
1
,3

6
0
,9

5
3

目
　

　
　

　
計

9
,3

0
7
,0

0
0

0
7
,9

4
6
,0

4
7

0
1
,3

6
0
,9

5
3

（
目

）
（
直

轄
災

害
復

旧
費

負
担

金
）

直
轄

災
害

復
旧

費
負

担
金

2
2
8
,7

2
1
,0

0
0

△
 2

1
8
,7

2
1
,0

0
0

9
,4

5
3
,2

7
3

0
5
4
6
,7

2
7

目
　

　
　

　
計

2
2
8
,7

2
1
,0

0
0

△
 2

1
8
,7

2
1
,0

0
0

9
,4

5
3
,2

7
3

0
5
4
6
,7

2
7

(8
2
5
,2

5
1
,0

0
0
)

(△
 6

,4
6
6
,5

0
0
)

(7
2
7
,1

7
5
,8

0
0
)

(0
)

(9
8
,0

7
5
,2

0
0
)

3
,8

8
8
,7

9
4
,0

0
0

4
3
5
,9

1
3
,0

0
0

1
,2

9
0
,0

9
3
,6

1
8

1
,5

5
3
,8

5
4
,0

0
0

1
,4

7
4
,2

9
2
,8

8
2

都
市

計
画

費
　

都
市

計
画

審
議

会
の

開
催

及
び

都
市

計
画

図
面

作
成

を
実

施
し

た
。

み
ん

な
で

進
め

る
都

市
計

画
推

進
事

業
1
,4

9
8
,0

0
0

0
1
,1

9
6
,6

4
0

0
3
0
1
,3

6
0

　
都

市
計

画
区

域
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

の
見

直
し

等
を

実
施

し
た

。

目
　

　
　

　
計

単
独

災
害

復
旧

事
業

　
異

常
な

自
然

現
象

に
よ

り
被

災
し

た
河

川
及

び
道

路
等

の
公

共
土

木
施

設
を

速
や

か
に

復
旧

し
、

機
能

の
回

復
を

図
っ

た
。

　
上

記
、

建
設

災
害

復
旧

事
業

と
同

様
の

理
由

に
よ

り
不

用
が

生
じ

た
。

目
　

　
　

　
計

（
主

）
建

設
災

害
復

旧
事

業
　

主
な

事
業

に
記

載
　

台
風

、
豪

雪
及

び
冬

期
風

浪
等

の
不

測
の

事
態

を
想

定
し

て
い

た
が

、
災

害
が

発
生

し
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
る

不
用

が
発

生
し

た
。

　
市

町
村

の
公

共
土

木
施

設
災

害
復

旧
事

業
が

適
正

か
つ

円
滑

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

指
導

、
連

絡
調

整
及

び
国

費
の

支
払

い
等

を
行

っ
た

。

　
直

轄
管

理
の

公
共

土
木

施
設

に
係

る
災

害
復

旧
工

事
の

負
担

金
の

支
払

を
行

っ
た

。

合
　

　
　

　
計

9



９
　

予
備

費
の

充
用

調
べ

  
 

　
該

当
な

し

１
０

　
繰

越
関

係
調

べ
  
 

　
　

（
１

）
継

続
費

逓
次

繰
越

調
べ

  
 

　
　

　
　

　
該

当
な

し

　
　

（
２

）
 繰

越
明

許
費

調
べ

  
 

（
単

位
：
円

）

国
庫

支
出

金
起

債
諸

収
入

土
木

総
務

費
IC

T
・
産

官
学

民
連

携
建

設
生

産
性

向
上

事
業

費
2
5
,4

4
7
,0

0
0

1
3
,8

0
9
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

8
,8

0
9
,0

0
0

単
独

災
害

復
旧

事
業

費
4
0
4
,6

8
2
,0

0
0

9
4
,0

0
0
,0

0
0

3
4
,0

0
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0
,0

0
0

2
9
年

建
設

災
害

復
旧

費
3
,3

5
8
,6

3
2
,0

0
0

1
,4

3
6
,0

4
5
,0

0
0

9
5
7
,8

4
2
,0

0
0

4
7
8
,0

0
0
,0

0
0

2
0
3
,0

0
0

補
助

事
務

費
（
建

設
災

害
復

旧
費

）
1
2
8
,8

3
3
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

0

3
,9

1
7
,5

9
4
,0

0
0

1
,5

5
3
,8

5
4
,0

0
0

0
9
5
7
,8

4
2
,0

0
0

5
2
2
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

6
9
,0

1
2
,0

0
0

　
　

（
３

）
事

故
繰

越
調

べ
  
 

　
　

　
　

該
当

な
し

１
１

　
収

入
証

紙
取

扱
額

調
べ

　

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

総
務

手
数

料
企

画
手

数
料

不
動

産
鑑

定
業

者
登

録
手

数
料

6
1
2
,4

0
0

1
5
,6

0
0

8
0
,8

0
0

更
新

4
件

登
録

2
件

計
（
節

）
6

8
0
,8

0
0

6
8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

事
業

名
科

目
既

収
入

特
定

財
源

補
助

事
務

費
対

象
事

業
の

繰
越

に
伴

う
も

の
。

翌
年

度
繰

越
額

金
額

未
収

入
特

定
財

源
一

般
財

源
繰

　
　

越
　

　
理

　
　

由

左
の

財
源

内
訳

備
　

　
考

IC
T
試

行
工

事
の

効
果

分
析

業
務

を
行

っ
て

い
る

が
、

対
象

と
し

て
い

る
試

行
工

事
の

一
部

が
年

度
内

完
成

が
困

難
と

な
っ

た
た

め
。

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

合
　

　
　

　
　

計

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目

建
設

災
害

復
旧

費

災
害

復
旧

事
業

の
実

施
に

当
た

っ
て

は
、

早
期

着
工

・
早

期
完

成
を

目
指

し
て

事
業

を
行

っ
て

い
る

が
、

年
度

内
の

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
箇

所
に

つ
い

て
繰

り
越

す
も

の
。

合
　

　
　

　
　

計

件
数

単
　

価
　

（
円

）
証

紙
は

り
つ

け
額

（
円

）

目
　

　
　

　
　

計
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1
2
　

収
入

事
務

処
理

状
況

調
べ

（
１

）
　

分
担

金
及

び
負

担
金

  

　
　

　
　

該
当

な
し

（
２

）
　

使
用

料

　
　

　
　

該
当

な
し

（
３

）
　

手
数

料
（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

企
画

手
数

料
不

動
産

鑑
定

業
者

登
録

手
数

料
6

8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

0
0

地
方

公
共

団
体

の
手

数
料

の
標

準
に

関
す

る
政

令

6
8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

0
0

6
8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

0
0 0

6
8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

0
0

6
8
0
,8

0
0

8
0
,8

0
0

0
0

（
４

）
　

財
産

収
入

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

財
産

貸
付

収
入

財
産

貸
付

収
入

3
4
,0

2
1
,5

1
9

4
,0

2
1
,5

1
9

0
0

鳥
取

県
公

有
財

産
事

務
取

扱
規

則
3

4
,0

2
1
,5

1
9

4
,0

2
1
,5

1
9

0
0

3
4
,0

2
1
,5

1
9

4
,0

2
1
,5

1
9

0
0 0

3
4
,0

2
1
,5

1
9

4
,0

2
1
,5

1
9

0
0

3
4
,0

2
1
,5

1
9

4
,0

2
1
,5

1
9

0
0

（
５

）
　

寄
付

金

　
　

　
　

該
当

な
し

備
　

　
考

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等

総
務

手
数

料
計

（
節

）

備
　

　
考

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

合
　

　
計

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

目
　

　
計

合
　

　
計

財
産

運
用

収
入

計
（
節

）
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（
６

）
　

諸
収

入

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

会
議

室
貸

付
料

収
入

3
2
6
4
,6

8
0

0
0

旅
費

再
精

算
ほ

か
4

2
2
,4

3
0

0
0

7
2
8
7
,1

1
0

0
0

1
7
7
,5

8
5

0
0

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
、

八
頭

県
土

整
備

事
務

所
、

中
部

県
土

整
備

局
、

米
子

県
土

整
備

局
、

日
野

県
土

整
備

局

4
6
4
,6

9
5

0
0

4
6
4
,6

9
5

0
0

（
７

）
　

現
金

の
取

扱
状

況

　
　

　
ア

　
現

金
取

扱
状

況
　

該
当

な
し

　
　

　
イ

　
つ

り
銭

の
状

況
　

該
当

な
し

１
３

　
税

外
収

入
未

済
額

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

１
４

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

１
５

　
税

外
未

収
不

能
欠

損
額

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等
備

　
　

考
調

定
金

額

4
6
4
,6

9
5

2
6
4
,6

8
0

2
2
,4

3
0

合
　

　
計

目
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

2
8
7
,1

1
0

1
7
7
,5

8
5

4
6
4
,6

9
5

雑
　

　
入

雑
　

　
入
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１
６

　
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

　

（
単

位
：
円

）

事
業

名
種

別
設

定
年

度
合

　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
8
年

度
ま

で
の

2
9
年

度
執

行
額

3
0
年

度
以

降
の

計
(補

正
・
当

初
の

別
)

Ａ
執

行
額

執
行

予
定

額
Ｂ

Ａ
＋

Ｂ

補
助

平
成

2
7
年

3
月

（
当

初
）

平
成

2
8
年

度
か

ら
平

成
2
9
年

度
ま

で
5
,2

5
0
,0

0
0

0
0

2
,6

2
5
,0

0
0

9
1
6
,0

0
0

0
3
,5

4
1
,0

0
0

3
,5

4
1
,0

0
0

補
助

平
成

2
8
年

3
月

（
当

初
）

平
成

2
9
年

度
か

ら
平

成
3
0
年

度
ま

で
7
,2

6
0
,0

0
0

0
0

0
2
,1

4
1
,0

0
0

3
,6

3
0
,0

0
0

5
,7

7
1
,0

0
0

5
,7

7
1
,0

0
0

補
助

平
成

2
9
年

3
月

（
当

初
）

平
成

3
0
年

度
か

ら
平

成
3
1
年

度
ま

で
9
,6

0
0
,0

0
0

0
0

0
0

9
,6

0
0
,0

0
0

9
,6

0
0
,0

0
0

9
,6

0
0
,0

0
0

2
2
,1

1
0
,0

0
0

0
0

2
,6

2
5
,0

0
0

3
,0

5
7
,0

0
0

1
3
,2

3
0
,0

0
0

1
8
,9

1
2
,0

0
0

1
8
,9

1
2
,0

0
0

合
　

　
　

　
　

計

設
定

状
況

執
行

(支
出

)状
況

債
務

負
担

行
為

の
期

間
当

該
事

業
の

契
約

額
等

ス
ー

パ
ー

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

支
援

事
業

補
助
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

土地対策費

新規以外のもの 8,000
本庁執行分計 8,000
出納機関執行分計 0

目　計 8,000

土木総務費 6,967,000
単
県

鳥取県建設分野担
い手確保・育成連
携協議会負担金

（公財）鳥取
県建設技術
センター

10/10 4,327,567

鳥取県建設
分野担い手確
保・育成連携
協議会規約

新規

新規以外のもの 2,135,309
本庁執行分計 6,462,876
出納機関執行分計 0

目　計 6,462,876

都市計画総務費 7,939,000
単
県

北条都市計画区画
及び大栄都市計画
区画における都市
計画用地図作製業
務負担金

北栄町 1/3 5,291,640 都市計画法 新規

新規以外のもの 367,000
本庁執行分計 5,658,640
出納機関執行分計 0

目　計 5,658,640

直轄災害復旧費負
担金

新規以外のもの 9,453,273
本庁執行分計 9,453,273
出納機関執行分計 0

目　計 9,453,273

合　計 21,582,789

　予算科目（土木総務費）
  ①　国　補　分
　　　該当なし

  ②　単　県　分

（H 年度）

(補助率：  /  ）

本庁執行分計 2,690,000

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 2,690,000

Ｈ30.3.19

実績報告
年  月  日

交付申請
年 月 日

完了年月日

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

  （２）補助金

支出年月日

Ｈ30.3.26

備　 考

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日

 交付決定
年 月 日

支出年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

間
 

接

補助対象経費
補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

 事 業 の 内 容

（単位：円）

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

補 助 率 及 び
補　助　金　額

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

金　　　　　額
審査・現地
調査年月日

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

2,690,000
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  ①　国　補　分　
該当なし

  ②　単　県　分　
該当なし

（３）交付金　

　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

土木総務費

新規以外のもの

本庁執行分計 0

出納機関執行分計 59,251,800

鳥取県土整備事
務所、八頭県土
整備事務所、中
部県土整備局、
米子県土整備
局、日野県土整
備局

目　計 59,251,800

合　計 59,251,800

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）

支出年月日
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

1
2
,9

9
5
,4

2
4

（
H

2
9
.4

.1
）

1
2
,9

9
5
,4

2
4

～
H

2
9
.4

.1
H

2
9
.9

.3
0

H
2
9
.3

.1
5

(免
除

)
H

2
9
.9

.3
0

一
般

H
2
9
.1

0
.2

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

0

本
庁

執
行

分
計

1
2
,9

9
5
,4

2
4

出
納

機
関

執
行

分
計

0

目
　

　
　

計
1
2
,9

9
5
,4

2
4

6
,5

1
7
,8

0
0

（
H

2
9
.9

.1
5
）

6
,4

8
0
,0

0
0

～
H

2
9
.9

.1
5

H
3
0
.2

.2
3

H
2
8
.9

.6
（
免

除
）

H
3
0
.2

.2
1

（
H

3
0
.2

.1
4
）

5
,6

0
1
,9

6
0

制
限

付
H

2
9
.2

.2
2

1
9
,7

1
4
,0

5
0

（
H

2
9
.4

.1
）

1
9
,6

6
6
,8

0
0

～
H

2
9
.4

.1
H

3
0
.3

.3
1

H
2
9
.3

.2
4

（
免

除
）

H
3
0
.3

.3
1

（
H

2
9
.2

.8
）

2
4
,4

3
9
,8

6
0

随
H

3
0
.4

.4

3
,7

2
1
,6

8
0

（
H

2
9
.4

.1
9
）

3
,7

2
1
,6

8
0

～
H

2
9
.4

.1
9

H
3
0
.3

.1
5

H
2
9
.3

.2
8

（
免

除
）

H
3
0
.3

.1
5

-
随

H
3
0
.3

.2
2

2
3
,0

9
0
,4

0
0

（
H

2
9
.5

.2
3
）

2
3
,0

9
0
,4

0
0

～
H

2
9
.5

.2
3

H
3
0
.3

.2
3

H
2
9
.5

.9
（
免

除
）

H
3
0
.3

.2
8

（
H

3
0
.3

.2
2
）

2
9
,4

6
1
,3

2
0

～
H

2
9
.5

.2
3

H
3
0
.3

.2
8

随
H

3
0
.3

.3
0

1
7
,9

5
8
,2

4
0

（
H

2
9
.4

.3
）

1
7
,1

7
2
,0

0
0

～
H

2
9
.4

.3
H

3
0
.3

.2
3

H
2
9
.3

.2
7

（
免

除
）

H
3
0
.3

.2
3

（
H

3
0
.3

.1
9
）

2
0
,7

6
4
,0

8
0

制
限

付
H

3
0
.3

.2
7

[随
意

契
約

理
由

]
　

土
木

積
算

シ
ス

テ
ム

を
保

有
し

て
い

る
機

関
が

他
に

な
い

た
め

。
4
3
2
1
4

2
9
,4

6
1
,3

2
0

土
木

総
務

費
単

県
平

成
２

９
年

度
積

算
業

務
委

託

倉
吉

市
福

庭
町

（
公

財
）

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
精

H
3
0
.4

.2
5

9
,6

5
1
,9

6
0

【
契

約
金

額
内

訳
】

土
木

総
務

費
（
技

術
企

画
課

）
　

9
,6

5
1
,9

6
0
円

道
路

橋
り

ょ
う

維
持

費
（
道

路
企

画
課

）
　

 3
,1

7
7
,3

6
0
円

道
路

橋
り

ょ
う

新
設

改
良

費
（
道

路
建

設
課

）
 1

,6
6
2
,1

2
0
円

河
川

改
良

費
（
河

川
課

）
　

6
1
8
,8

4
0
円

河
川

改
良

費
（
河

川
課

）
（
明

許
）
　

6
1
2
,3

6
0
円

砂
防

費
（
治

山
砂

防
課

）
　

4
5
9
,0

0
0
円

土
地

改
良

費
（
農

地
・
水

保
全

課
）
　

5
2
3
,8

0
0
円

下
水

道
費

（
水

・
大

気
環

境
課

）
　

2
0
1
,9

6
0
円

農
地

防
災

事
業

費
（
農

地
・
水

保
全

課
）
　

6
3
,7

2
0
円

財
産

管
理

費
（
営

繕
課

）
　

3
,7

2
2
,7

6
0
円

道
路

橋
り

ょ
う

維
持

費
（
明

許
）
（
道

路
企

画
課

）
7
0
,2

0
0
円

合
計

  
2
0
,7

6
4
,0

8
0
円

土
木

総
務

費
単

県
平

成
２

９
年

度
建

設
資

材
価

格
調

査
委

託

広
島

市
中

区
幟

町
（

一
財

）
建

設
物

価
調

査
会

中
国

支
部

精

土
木

総
務

費
単

県
平

成
２

９
年

度
技

術
職

員
等

研
修

業
務

委
託

倉
吉

市
福

庭
町

（
公

財
）

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
精

H
3
0
.4

.2
3

3
,2

0
5
,6

8
0

[随
意

契
約

理
由

｣
　

研
修

を
開

催
す

る
条

件
を

満
足

す
る

機
関

が
他

に
な

い
た

め
。

【
契

約
金

額
内

訳
】

土
木

総
務

費
（
技

術
企

画
課

）
　

3
,2

0
5
,6

8
0
円

土
地

改
良

費
（
農

地
・
水

保
全

課
）
　

2
5
8
,0

0
0
円

林
道

費
（
県

産
材

・
林

産
振

興
課

）
　

2
5
8
,0

0
0
円

土
木

総
務

費
単

県
平

成
２

９
年

度
鳥

取
県

土
木

積
算

シ
ス

テ
ム

基
準

改
訂

業
務

委
託

鳥
取

市
永

楽
温

泉
町

富
士

通
（

株
）
鳥

取
支

店
精

H
3
0
.4

.2
4

2
3
,1

8
9
,0

0
0

[随
意

契
約

理
由

]
　

一
般

公
開

さ
れ

て
い

な
い

電
算

コ
ー

ド
を

改
訂

す
る

も
の

で
あ

り
、

電
算

コ
ー

ド
の

デ
ー

タ
仕

様
を

熟
知

し
て

お
り

、
デ

ー
タ

運
用

後
に

不
具

合
が

発
生

し
た

場
合

、
速

や
か

に
対

応
で

き
る

者
が

い
な

い
た

め
。

【
契

約
金

額
内

訳
】

土
木

総
務

費
（
技

術
企

画
課

）
　

2
3
,1

8
9
,0

0
0
円

林
道

費
（
県

産
材

・
林

産
振

興
課

）
　

6
2
5
,4

3
0
円

治
山

費
（
治

山
砂

防
課

）
　

6
2
5
,4

3
0
円

鳥
取

県
公

共
事

業
労

務
費

（
平

成
２

９
年

１
０

月
）
調

査
業

務
委

託

鳥
取

市
千

代
水

（
株

）
シ

ー
エ

ム
・

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

鳥
取

支
社

精
H

3
0
.3

.1
6

5
,6

0
1
,9

6
0

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

H
2
9
.1

1
.2

1
2
,9

9
5
,4

2
4

土
地

対
策

費
単

県
平

成
２

９
年

鳥
取

県
地

価
調

査
業

務
委

託

鳥
取

市
東

町
（

公
社

）
鳥

取
県

不
動

産
鑑

定
士

協
会

土
木

総
務

費
単

県

契
約

期
間

精
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予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

1
5
,7

2
0
,2

5
0

県
土

総
務

課
へ

の
配

当
替

1
,7

7
0
,0

0
0
円

を
含

む

本
庁

執
行

分
計

8
6
,8

3
0
,1

7
0

出
納

機
関

執
行

分
計

2
3
,0

7
5
,2

0
7

目
　

　
　

計
1
0
9
,9

0
5
,3

7
7

1
1
,1

8
8
,8

0
0

（
H

2
9
.8

.3
0
）

1
0
,2

6
0
,0

0
0

～
H

2
9
.8

.3
0

H
3
0
.2

.2
8

H
2
8
.8

.2
1

（
免

除
）

H
3
0
.3

.2
2

（
H

3
0
.1

.3
0
）

1
0
,4

4
3
,6

0
0

～
H

2
9
.8

.3
0

H
3
0
.3

.2
6

制
限

付
H

3
0
.3

.2
8

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

0

本
庁

執
行

分
計

1
0
,4

4
3
,6

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

1
,1

9
6
,6

4
0

米
子

県
土

整
備

局

目
　

　
　

計
1
1
,6

4
0
,2

4
0

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

0

本
庁

執
行

分
計

0

出
納

機
関

執
行

分
計

4
0
0
,3

2
8
,2

8
0

目
　

　
　

計
4
0
0
,3

2
8
,2

8
0

合
　

　
　

計
5
3
4
,8

6
9
,3

2
1

　
（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）

該
当

な
し

1
0
,4

4
3
,6

0
0

建
設

災
害

復
旧

費

都
市

計
画

総
務

費
単

県
都

市
計

画
基

礎
調

査
業

務
委

託
（
西

部
）

鳥
取

市
南

隈
（
株

）
ウ

エ
ス

コ
鳥

取
支

社
精

H
3
0
.4

.1
7
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１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
起

工
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

（
変

更
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

（
　

　
　

　
　

）
（
　

　
　

　
　

 ）
～

(　
　

　
　

)

0

1
1
,9

5
7
,6

0
0

中
部

生
活

環
境

局
中

部
県

土
整

備
局

米
子

県
土

整
備

局

1
1
,9

5
7
,6

0
0

（
　

　
　

　
　

）
（
　

　
　

　
　

 ）
～

(　
　

　
　

)

0

4
3
0
,3

1
0
,7

6
0

鳥
取

県
土

整
備

事
務

所
八

頭
県

土
整

備
事

務
所

中
部

県
土

整
備

局
日

野
県

土
整

備
局

4
3
0
,3

1
0
,7

6
0

4
4
2
,2

6
8
,3

6
0

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）

　
　

　
　

　
該

当
な

し

本
庁

執
行

分
計

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計

合
　

　
　

計

本
庁

執
行

分
計

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計

土
木

総
務

費

建
設

災
害

復
旧

費

予
　

算
　

科
　

目
（
目

）
国

補
単

県
の

別
工

　
　

事
　

　
名

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約

工
　

　
期

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

工
　

　
期

入
札

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)
請

負
人

（
単

位
：
円

）

変
　

　
　

更
（
 解

　
除

 ）
の

 理
 由

・
  
内

 容

備
 　

考

支
  
　

出
  
　

 状
　

  
況

実
地

完
成

年
月

日

支
出

区
分

年
月

日
金

  
 　

額
検

　
 査

年
月

日
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１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

計
2
8
9
.1

2
0

0
2
8
9

0

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
9
,1

3
1
.4

6
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

0
.0

0
0

9
,1

3
1
.4

6
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

合
計

9
,4

2
0
.5

8
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

0
.0

0
0

9
,4

2
0
.5

8
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
3
0
9
.8

7
8
,2

1
4
,4

8
0

0
0

3
0
9
.8

7
8
,2

1
4
,4

8
0

増
加

H
H

減
少

H
H

計
3
,1

6
1
.1

9
9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

0
0

3
,1

6
1
.1

9
9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

合
計

3
,4

7
1
.0

6
9
4
2
,1

7
6
,4

8
0

0
0

3
,4

7
1
.0

6
9
4
2
,1

7
6
,4

8
0

　
　

ウ
　

山
　

林
　

　
　

該
当

な
し

　
　

エ
　

不
動

産
売

却
等

　
　

　
該

当
な

し
　

　
オ

　
財

産
の

交
換

　
　

　
該

当
な

し
　

　
カ

　
動

　
産

（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）
　

　
　

該
当

な
し

　
 キ

　
物

　
権

　
　

　
該

当
な

し

（
平

成
３

０
年

３
月

３
１

日
現

在
）

本
年

度
末

備
　

考

行
政

財
産

八
頭

県
土

整
備

事
務

所
(水

防
倉

庫
）

八
頭

町
門

尾
1
9
.8

7

八
頭

県
土

整
備

事
務

所
(防

災
倉

庫
）

八
頭

町
郡

家
不

明
5
0
.0

0
不

明
5
0
.0

0

本
年

度
異

動
状

況

行
政

財
産

鳥
取

貨
物

新
駅

用
地

鳥
取

市
岩

吉
字

５
２

－
３

2
8
9
.1

2
2
8
9
.1

2

3
,0

3
0
,4

8
0

1
9
.8

7
3
,0

3
0
,4

8
0

不
明

普
通

財
産

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
倉

吉
市

福
庭

町
２

丁
目

２
３

番
地

3
,1

6
1
.1

9
9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

不
明

8
,1

6
9
.9

8
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

倉
吉

市
福

庭
町

２
丁

目
２

３
番

地

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末

中
部

県
土

整
備

局
(水

防
倉

庫
）

倉
吉

市
八

屋
沖

河
原

8
0
.0

0
1
,7

2
8
,0

0
0

日
野

県
土

整
備

局
(水

防
倉

庫
）

日
野

町
舟

場
8
0
.0

0
1
,7

2
8
,0

0
0

米
子

県
土

整
備

局
(水

防
倉

庫
）

米
子

市
兼

久
8
0
.0

0
1
,7

2
8
,0

0
0

8
,1

6
9
.9

8
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

（
平

成
３

０
年

３
月

３
１

日
現

在
）

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末

3
,1

6
1
.1

9
9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

8
0
.0

0
1
,7

2
8
,0

0
0

8
0
.0

0
1
,7

2
8
,0

0
0

8
0
.0

0
1
,7

2
8
,0

0
0

本
年

度
異

動
状

況
本

年
度

末
備

　
考

都
市

改
造

事
業

関
連

用
地

鳥
取

市
卯

垣
三

丁
目

２
８

６
－

７

　
　

イ
　

建
　

物

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー

9
6
1
.4

8
不

明
9
6
1
.4

8
不

明

普
通

財
産

普
通

財
産
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　ク　無体財産権（特許権、著作券、商標権、実用新案件等）
　　　該当なし

　ケ　有価証券
　　　該当なし

　　コ　出資による権利　

前年度末 本年度末
（数量、金額） 増 減 （数量、金額）

円 円 円 円

（公財）鳥取県
建設技術セン
ター

1,000,000 1,000,000

（公財）区画整
理促進機構

10,000,000 10,000,000
（公財）区画整
理促進機構

 （２）金券類の受払状況
ア　金券の受払状況

受 入 額 払 出 額
　円 　円 　円 　円

郵便切手及び
郵便はがき

6,604 11,562 13,468 4,698

合　　計 6,604 11,562 13,468 4,698

イ　タクシーチケットの受払状況

本年度末
購入枚数

枚 枚 枚 枚

24 0 0 24
円

 （３）基　金
　　該当なし

（４）債　権

金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数

円 円 円 円

普通財産貸付料 12,000 1 3,000 9,000 1 西日本電信電話
への電柱貸付

普通財産貸付料 4,500 1 1,500 3,000 1 中国電力への電
柱貸付

合　　　計 16,500 2 0 0 4,500 0 12,000 2

（平成３０年３月３１日現在）

（平成３０年３月３１日現在）

区　　分
本　　年　　度　　中

法　人　名 備　　　考

（公財）鳥取県
建設技術セン
ター

合　　計 11,000,000 0 0 11,000,000

種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末 備　　　　考

（平成３０年３月３１日現在）

債 権 の 名 称
前　年　度　末

本　　　年　　　度　　　中
本　年　度　末

備　　　考
使用枚数及び金額

増 減

（平成３０年３月３１日現在）

備　考

本　　年　　度　　中
前年度末未使用枚数
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特になし

特になし

○　意見、要望等
　　（１）業務に関する要望等

　　（２）監査委員事務局に対する意見・要望等
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